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平成 15年 3 月期  個別財務諸表の概要             平成 15年 5月 27 日 

上 場 会 社 名        阪急電鉄株式会社                               上場取引所  東 大 

コ ー ド 番 号        9042                                           本社所在都道府県  

（URL  http://www.hankyu.co.jp ）              大阪府 

代  表  者       代表取締役社長     大橋 太朗 

問合せ先責任者       経 理 室 長     白木 恵士      TEL (06)6373－5162 

決算取締役会開催日 平成15 年 5月 27 日           中間配当制度の有無            有 

定時株主総会開催日 平成15 年 6月 27 日            単元株制度採用の有無  有(１単元  1,000株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14年 4月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                            (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

243,476   3.3 
235,692  △5.0 

33,016  △11.4 
37,278  △0.7 

22,521  △8.7 
24,663  △5.2 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

△73,772   － 
5,086 △15.5 

△80.76 
5.84 

－ 
5.80 

△34.1 
2.2 

1.7 
2.1 

9.2 
10.5 

(注) ①期中平均株式数 15 年3 月期  913,499,539 株             14 年3 月期  871,222,921株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 配当性向 

株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

0.00 
5.00 

0.00 
2.50 

0.00 
2.50 

－ 
4,355 

0.0 
85.6 

0.0 
1.8 

(注) 15年 3 月期期末配当金の内訳       記念配当0 円00 銭、 特別配当 0 円00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

1,396,504 
1,217,519 

187,893 
244,983 

13.5 
20.1 

205.03 
281.23 

(注) ①期末発行済株式数   15 年3 月期  916,404,782株     14 年 3月期  871,123,333 株 
     ②期末自己株式数     15 年3 月期    1,339,670株     14 年 3月期      139,799 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15年 4月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

119,300 
242,100 

11,600 
21,000 

400 
5,400 

0.00 
   ― 

   ― 
0.00 

   ― 
0.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)       5 円 89 銭 

 

(注) 上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 



当    期    末 前    期    末

（15.3.31  現在） （14.3.31  現在）

（ 資   産   の   部 ） 百万円  百万円  百万円  

１５４，３８９　 １３１，９５４　 ２２，４３４　

１６，４０１　 １４，５１４　 １，８８６　

４，８９６　 ４，８３３　 ６３　

９，４７７　 １２，９４２　 △　３，４６４　

３，７２８　 ３，７２１　 ６　

３７０　 ７７０　 △　４００　

９８，９５２　 ８３，３７３　 １５，５７８　

３，４９５　 ３，３３６　 １５８　

８７７　 ８２９　 ４７　

１，２４０　 ８８０　 ３５９　

８，６０５　 ３，９４０　 ４，６６５　

６，３４９　 ５，０５１　 １，２９７　

△　４　 △　２，２４０　 ２，２３６　

１，２４２，１１４　 １，０８５，５６４　 １５６，５５０　

３９０，１１２　 ３９２，１８９　 △　２，０７６　

３１７，８６１　 ３８１，３３８　 △　６３，４７７　

８，０１２　 １８，１７０　 △　１０，１５８　

９６，０９９　 １０４，３３３　 △　８，２３３　

４３０，０２９　 １８９，５３３　 ２４０，４９６　

７２，８１２　 ３２，４０６　 ４０，４０５　

４９，０９２　 ６８，１０４　 △　１９，０１２　

２２４，１３５　 ５３，９９０　 １７０，１４５　

８４，１１１　 ２０，４７９　 ６３，６３２　

２５，４９９　 ２３，４４７　 ２，０５１　

△　２５，６２２　 △　８，８９５　 △　１６，７２７　

１，３９６，５０４　 １，２１７，５１９　 １７８，９８４　

（注）     当   期   末       前  期  末

１． ３９３，８５６　百万円 ４１７，３８１　百万円

２．
１３７，２０２　百万円 １３５，５５０　百万円

３． ９４，０１０　百万円 ６３，１４３　百万円

減額された工事負担金等累計額

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

有形固定資産の減価償却累計額

子 会 社 株 式

（保証予約、経営指導念書含む）

鉄 道 事 業 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

そ の 他 の 事 業 固 定 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

投 資 等

保 証 債 務 額

固定資産の取得原価から直接

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 投 資 等

長 期 繰 延 税 金 資 産

長 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

貸借対照表  （資産の部）

科          目

流 動 資 産

貯 蔵 品

商 品

未 収 収 益

未 収 金

現 金 ・ 預 金

販 売 土 地 建 物

未 収 運 賃

比較増減額

短 期 貸 付 金

（個－２）



当    期    末 前    期    末

（15.3.31  現在） （14.3.31  現在）

百万円 百万円 百万円

３１８，７８２　 ３２８，５９３　 △　９，８１０　

１８７，３８３　 １７５，７７３　 １１，６１０　

４５，０００　 ６１，０００　 △　１６，０００　

２０，０００　 ２７，８５６　 △　７，８５６　

１５，７５０　 １４，２２８　 １，５２２　

８，７４４　 １０，２７１　 △　１，５２６　

１，３８８　 １，８２７　 △　４３９　

５９　 ３２　 ２７　

３，４４５　 ３，２７５　 １６９　

１８，７５９　 １９，３４１　 △　５８１　

９，７０６　 ９，２５２　 ４５４　

１，１４７　 １，９８５　 △　８３８　

１，７０２　 １，７１９　 △　１７　

２，１７８　 ─   ２，１７８　

３，５１６　 ２，０２９　 １，４８６　

８８９，８２８　 ６４３，９４１　 ２４５，８８６　

１７０，０００　 １８３，０００　 △　１３，０００　

３９７，８９６　 ２４９，４８３　 １４８，４１２　

６７，８０６　 ５６，６０９　 １１，１９６　

３１，３８９　 ３１，２６３　 １２６　

１５８，４７８　 ５７，２２６　 １０１，２５２　

６４，２５７　 ６６，３５９　 △　２，１０１　

負     債     計 １，２０８，６１０　 ９７２，５３５　 ２３６，０７５　

７５，９６８　 ７３，６４４　 ２，３２４　

７７，３７８　 ５４，５２２　 ２２，８５６　

７７，３７８　 ５４，５２２　 ２２，８５６　

△　７２，８２５　 ２１，６７８　 △　９４，５０３　

１０，１３３　 １０，１３３　 ─   

６，５２０　 ６，５２０　 ─   

△　８９，４７８　 ５，０２４　 △　９４，５０３　

（△　７３，７７２） （　５，０８６） （△　７８，８５８）

９８，８３４　 ７８，０１４　 ２０，８２０　

９，０１１　 １７，１７９　 △　８，１６８　

△　４７４　 △　５５　 △　４１８　

資     本     計 １８７，８９３　 ２４４，９８３　 △　５７，０９０　

１，３９６，５０４　 １，２１７，５１９　 １７８，９８４　

未 払 消 費 税

前 受 金

土地再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

事 業 整 理 損 失 引 当 金

利 益 剰 余 金

短 期 借 入 金

一 年 以 内 償 還 社 債

長 期 借 入 金

社 債

そ の 他 の 流 動 負 債

前 受 運 賃

未 払 金

未 払 費 用

コマーシャル･ペーパー

資 本 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

投 資 損 失 引 当 金

負 債 ・ 資 本 合 計

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

う ち 当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 ( △ )

別 途 積 立 金

株式等評 価差 額金

利 益 準 備 金

土地再評 価差 額金

貸借対照表  （負債・資本の部）

科          目 比較増減額

（ 負 債 の 部 ）

自 己 株 式

流 動 負 債

固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 収 益

（個－３）



損　益　計　算　書

科                    目 当　　　　期 前　　　　期 比較増減額 比較増減率

百万円　 百万円　 百万円　 ％　

１０３，３４６　 １０５，５６５　 △　２，２１９　 △　２．１　

８４，０９５　 ８５，３５１　 △　１，２５６　 △　１．５　

１９，２５０　 ２０，２１３　 △　９６２　 △　４．８　

１４０，１３０　 １３０，１２７　 １０，００２　 ７．７　

１２６，３６４　 １１３，０６２　 １３，３０２　 １１．８　

１３，７６５　 １７，０６５　 △　３，２９９　 △　１９．３　

２４３，４７６　 ２３５，６９２　 ７，７８３　 ３．３　

２１０，４６０　 １９８，４１３　 １２，０４６　 ６．１　

３３，０１６　 ３７，２７８　 △　４，２６２　 △　１１．４　

３，９３９　 ３，２６７　 ６７１　 ２０．６　

１４，４３４　 １５，８８２　 △　１，４４８　 △　９．１　

２２，５２１　 ２４，６６３　 △　２，１４１　 △　８．７　

７，７５４　 ９，７１５　 △　１，９６１　 △　２０．２　

４９４　 ７，６５０　 △　７，１５５　 △　９３．５　

５，４２９　 １，３９７　 ４，０３１　 ２８８．５　

１，８３０　 ６６８　 １，１６１　 １７３．８　

１５２，５７８　 ２５，１５１　 １２７，４２７　 ５０６．６　

１０，１８８　 １６９　 １０，０１８　 ５，９１４．８　

１，８１９　 ９４５　 ８７４　 ９２．５　

─   ７６３　 △　７６３　 △　１００．０　

３，１５２　 １，６１８　 １，５３４　 ９４．８　

１２，６１８　 ７，０５５　 ５，５６２　 ７８．８　

２，２７０　 ２，２７０　 △　０　 △　０．０　

１，６３７　 ─   １，６３７　

１０６，９１４　 ４，８２９　 １０２，０８５　 ２，１１４．０　

６，２９９　 ─   ６，２９９　

２，１７８　 ─   ２，１７８　

５，５００　 ７，５００　 △　２，０００　 △　２６．７　

△　１２２，３０２　 ９，２２８　 △　１３１，５３１　

２０　 ６０　 △　４０　 △　６６．７　

△　４８，５５０　 ４，０８２　 △　５２，６３３　

△　７３，７７２　 ５，０８６　 △　７８，８５８　

２，８４７　 １０，６６９　 △　７，８２２　 △　７３．３　

△　１８，５５３　 △　８，５５２　 △　１０，０００　 △　１１６．９　

─   ２，１７８　 △　２，１７８　 △　１００．０　

△　８９，４７８　 ５，０２４　 △　９４，５０３　

有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 圧 縮 額

有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

工 事 負 担 金 等 受 入 額

営 業 収 益

営 業 利 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 費

鉄 道 事 業

そ の 他 の 事 業

全 事 業

営 業 外 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

退職給付会計基準移行時差異償却額

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

中 間 配 当 額

前 期 繰 越 利 益

当期純利益又は当期純損失(△)

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は

税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )

法 人 税 等 調 整 額

土地再評価差額金取 崩額

営 業 収 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

有 価 証 券 売 却 損

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 売 却 益

早 期 退 職 割 増 金

事 業 整 理 損 失

事業整理損失引当金繰入額

関 係 会 社 支 援 損

（個－４）



（個－５） 

重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式   移動平均法に基づく原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの           期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

 は移動平均法により算定） 

時価のないもの           移動平均法に基づく原価法 

2. 販売土地建物の評価基準及び評価方法 

           個別法に基づく原価法 

3. 有形固定資産の減価償却の方法 

                             取替法 

           その他の有形固定資産        定率法 

    ただし、平成 10 年度の法人税法の改正に伴い、平成 10 年４月１日以降取得した建物につい 

ては、法人税法に定める定額法を採用しております。 

4. 当社は、鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うにあた 

り、地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受け入れております。 

 このうち、工事負担金等により取得した資産が当社にとって経済的価値の向上があると認め 

られる場合（例えば高架化工事など）、工事負担金等相当額は直接減額せず、当該資産を取得 

原価で固定資産に計上しております。 

 一方、経済的価値の向上があると認められない場合、取得原価から工事負担金等相当額を直

接減額したうえで、当該資産を固定資産に計上しております。 

 なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資 

産の減額処理を行った場合、当該金額を固定資産圧縮額として特別損失に計上しております。 

5. 貸倒引当金は、貸付金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 
6. 事業整理損失引当金は、遊園事業からの撤退に伴う損失に備えるため、翌期の発生見込額を 

計上しており、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 

7. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金 

資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準移行時差異（9,932 百万円）については、当社保有株式による退職給付信託 

を設定し、その一部（3,121 百万円）を償却するとともに、残額については３年による按分額 

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。 

8. 投資損失引当金は、子会社及び関連会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を 

勘案し、出資金額及び貸付金額を超えて、当社が負担することとなる損失見込額を計上してお

り、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 

9. 役員退職慰労引当金は、内規に基づく期末要支給額をその他の固定負債に含めて計上してお

り、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。 

 

 

 



（個－６） 

 

10.消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

11.当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を 

 適用しております。これによる損益への影響はありません。 

   なお、鉄道事業会計規則の改正により、当期末の資本の部については、改正後の鉄道事業会  

 計規則により作成しております。また、前期末についても改正後の表示区分に組み替えており  

 ます。 

12.当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当  

 たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しており 

 ます。これによる１株当たり当期純損失に与える影響はありません。 

 
 
 
 
 
 

損 失 処 理 案 及 び 利 益 処 分 計 算 書 

 
 

百万円 百万円

△８９,４７８ ５,０２４

別 途 積 立 金 取 崩 額 ６,５２０ 配 当 金 ２,１７７

利 益 準 備 金 取 崩 額 １０,１３３

資 本 準 備 金 取 崩 額 ７２,８２５

合 計 ８９,４７８ 合 計 ２,１７７

－ ２,８４７

前　　　　期

（1株につき 2円50銭）

次 期 繰 越 損 失

当　　　　期 科　　　　目

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

科　　　　目

当 期 未 処 理 損 失 ( △ )

損 失 処 理 額

 
 
 
 

 



（個－７） 

有  価  証  券 
 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

（当期末） （平成１５年３月３１日現在）                  （単位：百万円） 

種  類 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

子 会 社 株 式 

関 連 会 社 株 式 

３，３２４ 

２７，２４８ 

１，９９７ 

３７，１７６ 

△ １，３２６ 

９，９２８ 

 

（前期末） （平成１４年３月３１日現在）                  （単位：百万円） 

種  類 貸借対照表計上額 時    価 差    額 

子 会 社 株 式 

関 連 会 社 株 式 

３，３２４ 

１４，１２８ 

４，６３７ 

３１，２７２ 

１，３１３ 

１７，１４４ 

 
 
 

税 効 果 会 計 

                                      当    期 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） 

  貸倒引当金損金算入限度超過額                   ５，０４１百万円 

有価証券評価損                          ３，３０７  

退職給付引当金損金算入限度超過額                 ７，２５０  

役員退職慰労引当金                          ３１９  

投資損失引当金                         ６４，４９５  

事業整理損失引当金                          ９１６  

繰 越 欠 損 金                         １６，７４２  

そ    の    他                            ８２９  

繰 延 税 金 資 産 合 計                       ９８，８９９  

（繰延税金負債） 

株式等評価差額金                        △６，１８２  

繰 延 税 金 負 債 合 計                        △６，１８２  

繰 延 税 金 資 産 の 純 額                     ９２，７１６  

 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

 

３．  地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法律第９号）が平成１５年３月３１日に公布された

ことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし平成１６年４月１日以降解消が見

込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期の42.05％から、40.69％に変更されておりま

す。 

 この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 2,811 百万円減少し、当

期に計上された法人税等調整額が 3,018 百万円、株式等評価差額金が 206 百万円それぞれ増加してお

ります。また、土地再評価に係る繰延税金負債が 2,266 百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加

しております。 

 



 運   輸   成   績   表

収            入 人            員

当   期 前   期 比較増減率 当   期 前   期 比較増減率

        千円         千円  ％         千人         千人  ％

 定 期 外 57,926,104 59,137,936  △ 2.0 284,155 288,635  △ 1.6

第 １ 種  定    期 34,469,017 35,466,383  △ 2.8 340,207 350,217  △ 2.9

 　通  勤 29,581,967 30,480,083  △ 2.9 235,076 242,545  △ 3.1

鉄道事業 　 通  学 4,887,050 4,986,299  △ 2.0 105,131 107,671  △ 2.4

 合    計 92,395,121 94,604,319  △ 2.3 624,362 638,852  △ 2.3

 定 期 外 1,006,363 1,033,731  △ 2.6 8,485 8,701  △ 2.5

第 ２ 種  定    期 665,981 689,226  △ 3.4 10,075 10,387  △ 3.0

 　通  勤 548,621 571,827  △ 4.1 7,538 7,856  △ 4.0

鉄道事業 　 通  学 117,359 117,399  △ 0.0 2,536 2,531 0.2

 合    計 1,672,344 1,722,958  △ 2.9 18,560 19,089  △ 2.8

 定 期 外 58,932,467 60,171,667  △ 2.1 292,640 297,337  △ 1.6

 定    期 35,134,998 36,155,609  △ 2.8 350,282 360,605  △ 2.9

合  計  　通  勤 30,130,588 31,051,910  △ 3.0 242,614 250,401  △ 3.1

　 通  学 5,004,410 5,103,699  △ 1.9 107,668 110,203  △ 2.3

 合    計 94,067,466 96,327,277  △ 2.3 642,923 657,942  △ 2.3

 （注）１．収入は千円未満を、人員は千人未満をそれぞれ切り捨てて表示しております。

       ２．第１種鉄道事業の定期外収入については、手小荷物収入を含んでおります。

（個－８）



事  業  別  損  益  比  較  表

当        期 前        期 比較増減額 比較増減率

百万円 百万円 百万円 ％ 

１０３，３４６　 １０５，５６５　 △　２，２１９　 △　２．１　

９４，０６７　 ９６，３２７　 △　２，２５９　 △　２．３　

９，２７８　 ９，２３８　 ４０　 ０．４　

８４，０９５　 ８５，３５１　 △　１，２５６　 △　１．５　

１９，２５０　 ２０，２１３　 △　９６２　 △　４．８　

その他の事業営業収益 １４０，１３０　 １３０，１２７　 １０，００２　 ７．７　

２７，９４５　 １８，６１６　 ９，３２９　 ５０．１　

３９，６９３　 ４０，６６０　 △　９６７　 △　２．４　

４１，２１６　 ３９，５６７　 １，６４８　 ４．２　

３１，２７５　 ３１，２８２　 △　７　 △　０．０　

１２６，３６４　 １１３，０６２　 １３，３０２　 １１．８　

２８，２９８　 １７，４４８　 １０，８５０　 ６２．２　

２７，５８９　 ２５，９３５　 １，６５３　 ６．４　

３９，１４２　 ３７，９９５　 １，１４７　 ３．０　

３１，３３４　 ３１，６８２　 △　３４８　 △　１．１　

その他の事業営業利益 １３，７６５　 １７，０６５　 △　３，２９９　 △　１９．３　

△　３５２　 １，１６８　 △　１，５２０　

１２，１０４　 １４，７２５　 △　２，６２０　 △　１７．８　

２，０７３　 １，５７２　 ５０１　 ３１．９　

△　５８　 △　３９９　 ３４０　 ８５．２　

流 通 事 業

そ の 他 事 業

その他の事業営業費

鉄道事 業営 業費

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

鉄道事業営業収益

鉄道事業営業利益

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

（個－９）



（個－１０） 

 

役 員 の 異 動 
 
（１）新任取締役候補 
 

井 上 礼 之（いのうえ のりゆき） （現 ダイキン工業株式会社 
代表取締役会長兼ＣＥＯ） 

髙 橋 秀一郎（たかはし しゅういちろう）（現 当社不動産事業本部副本部長 
                               兼不動産営業開発部長） 

（２）新任監査役候補 
 
巻 幡 展 男（まきはた のぶお）  （現 関西テレビ放送株式会社代表取締役副会長） 

 
（３）退任予定取締役 
 
    小 林 公 平（こばやし こうへい） （現 当社取締役会長） 
 
    安 田 通 生（やすだ みちお）   （現 当社常務取締役 
                        株式会社コマ･スタジアム常勤監査役に就任予定） 
    菅 井 基 裕（すがい もとひろ）  （現 当社取締役相談役） 
  

宇 野 郁 夫（うの いくお）    （現 当社取締役 
現 日本生命保険相互会社代表取締役社長） 

林   俊二郎（はやし しゅんじろう） （現 当社取締役 
                      現 能勢電鉄株式会社代表取締役社長） 

（４）退任予定監査役 
 

岩 崎   徹（いわさき とおる）  （現 当社監査役） 
 
（５）代表取締役及び役職の異動（一部は平成１５年４月２２日に発表済） 
 
   代表取締役会長 
    大 橋 太 朗（おおはし たろう）  （現 代表取締役社長） 
   
   代表取締役社長 
    角   和 夫（すみ かずお）    （現 常務取締役） 
 
   常務取締役 
    中 村 隆 俊（なかむら たかとし） （現 取締役） 
 
   常務取締役 
    山 内 芳 樹（やまうち よしき）  （現 取締役） 
 
   取締役 
    簑 原 克 彦（みのはら かつひこ） （現 代表取締役 専務取締役 
                        現 阪急不動産株式会社代表取締役社長） 
   相談役 
    小 林 公 平（こばやし こうへい） （現 取締役会長） 
 
   相談役 
    菅 井 基 裕（すがい もとひろ）  （現 取締役相談役） 

（以上 平成１５年６月２７日付予定） 



個 別 決 算 発 表・補 足 資 料

1. 業 績 の 推 移   （単位：百万円）

16年3月期（予想） 15年3月期（実績） 比  較

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

分 譲 事 業

賃 貸 事 業

流 通 事 業

そ の 他 事 業

2. 運輸成績表（第１種） （単位：百万円、千人）

16年3月期（予想） 15年3月期（実績） 比  較

458

△ 1,160

平成 15年 5月27日

阪急電鉄株式会社

△ 864

△ 295

△ 695

△ 655

1,496

127

74

△ 7,807

△ 8,462

△ 769

△ 1,376

△ 450

235

△ 216

△ 1,521

79,172

△ 1,848

△ 746

△ 767

22

△ 630

1,055

△ 93

2,984

△ 4,575

332,400

615,900

58,000

33,700

91,700

283,500

92,395

34,469

14,000

32,800

21,000

5,400

△ 2,200

13,600

2,200

400

44,200

26,700

242,100

18,800

125,500

209,300

83,800

9,300

139,500

29,000

39,600

57,926

624,362

340,207

284,155

13,765

33,016

22,521

△ 73,772

△ 352

12,104

2,073

△ 58

41,216

31,275

243,476

19,250

84,095

210,460

126,364

9,278

140,130

27,945

39,693

103,346

94,067

102,600

93,300

定 期 人 員

旅 客 人 員 合 計

定 期 外 収 入

定 期 収 入

運 輸 収 入 合 計

定 期 外 人 員

その他の事業営業利益

全 事 業 営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

鉄 道 事 業 営 業 収 益

その他の事業営業収益

全 事 業 営 業 収 益

鉄 道 事 業 営 業 利 益

鉄 道 事 業 営 業 費

そ の 他 の 事 業 営 業 費

全 事 業 営 業 費

 (個－補１)



3.金融収支 （単位：百万円）

16年3月期（予想） 15年3月期（実績） 比      較

4.有利子負債 （単位：百万円）

15年3月期末（実績） 14年3月期末（実績） 比      較

計

 

5.設備投資 （単位：百万円）

16年3月期（予想） 15年3月期（実績） 比      較

計

・主な設備投資

    ［15年3月期（実績）］

・洛西口駅新設ほかサービス向上

・通信設備ほか電気関係

・軌道改良、橋梁改良ほか線路関係

・変電所の増強・改良

・豊中高架下店舗（第2期）南ブロック新設

    ［16年3月期（予想）］

・茶屋町開発事業

・（仮称）山田西阪急ビル新設

・正雀工場更新検査場増築工事

・書店・コンビニ他直営店舗新設

・宝塚ガーデンゾーン・商業ゾーン新設

・車両新造

6.減価償却額 （単位：百万円）

16年3月期（予想） 15年3月期（実績） 比      較

12,225 

19,800 20,707 △ 907 

27,100 

△ 1,775 

13,794 

206 994 

425,257 585,279 

190,000 

45,000 

210,856 

61,000 

△ 20,856 

△ 16,000 

123,166 697,113 

△ 933 

1,249 

317 

160,022 

1,800 

13,700 

△ 11,900 

1,483 

12,451 

△ 10,967 

社 債

コマーシャル・ペーパー

鉄 道 事 業

受取利 息及 び配 当金

支 払 利 息

金 融 収 支

借 入 金

820,279 

4,006 

9,875 

14,875 

8,100 

17,800 

1,200 

そ の 他 の 事 業

各 事 業 関 連

(個－補２)


